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対策推進地区の抽出  
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量が多く，その効果が大きいことは自明の理である．  

よって，自動車等の輸送機関を除く都市域のエネルギ  

ー消費量は建物の延床面積と強い相関があることに注  

目し，導入適地として業務集積地区のように延床面積  

が大きい坤区を抽出していくという考え方が成立する  

訳である［3］．   

一方，環境工学におけるコージェネレーションシス  

テムの省エネルギー性に関する◆最近の研究成果として，  

システムの特性を考慮した適地選定の必要性が示唆さ  

れている．すなわち，コージェネレー ションシステム  

を業務地区に導入した場合，同地区では電力消費が熟  

消費よりも多いため，電力消費に対応してシステムを  

運転すると余剰熱が生じる．一方，住宅地では業務地  

区とは逆に，熟消費が電力消費よりも多いため，電力  

消費に対応してシステムを運転すると熱が不足する．  

よって，電力消費が熟消費より多い業務地区と熱消費  

が多い住宅地とが隣接している場合（熱供給の限界を  

考えると500m程度内が望ましい）で，かつ，各々の  

地区で相当量のエネルギー消費が考えられる場合には，  

電力消費と熱消費のバランスが良好となるため，コー  

ジェネレーションシステムの導入可能性が高くなる，  

ということである［4，5］．   

この成果に従えば，土地利用あるいは施設配置の条  

件により省エネルギー対策導入の可能性が左右される  

ため，コージェネレーションシステム等の省エネルギ  

ー対策の導入適地の選定作業として，土地利用や施設  

配置に着目した市街地類型を試みることは有意義であ  

ると判断できる．また，この選定方法は，すでにメッ  

シュデータとして整備されている土地利用データが利  

用できるため，首都圏など広域レベルを対象とする適  

地選定を容易に実施することができる（従来の方法で  

は計算の基礎となる延床面積を固定資産の課税台帳よ  

り入手する必要があるため，広域レベルの選定作業は  

困難である）．  

オペレーションズ・リサーチ   

1．はじめに  

地球規模での環境問題が重要視される中，大都市に  

おける「省エネルギー型都市づくり」の推進が多方面  

で検討されている．特にエネルギー消費量が多い業務  

集積地区では，1970年代初頭より，ビル群の冷暖房を  

集中的に行う地域冷暖房システムが導入され，さらに  

電気と熟を同時に発生するコージェネレーションシス  

テムの導入により，エネルギー消費が一層削減される  

ようになった．また，清掃工場の周辺に温水プールや  

福祉施設を立地させたり，発電施設を併設させること  

で清掃工場の排熱も有効利用されてきている［1］．   

こうした「省エネルギー型都市づくり」の検討課題  

としては，コージェネレーションシステムやごみ発電  

などの省エネルギー対策技術の開発・改善とともに，  

これらの省エネルギー対策がどのような地区に導入可  

能であるかという「対策導入の適地選定」が重要な課  

題となっている．   

さらに，適地選定の問題では，導入適地を抽出する  

とともに，対策の導入により，どれくらいエネルギー  

消費量が削減できるのか（省エネルギー効果）を推計・  

評価することも肝要であり，前回の特集（94年5月号）  

においても，地域レベルでコージェネレーションシス  

テムを運用する場合の省エネルギーの可能性を，東京  

23区部に対し地域メッシュデータにより推計，評価  

した研究が報告されている［2］．   

さて，省エネルギ「対策は，エネルギー消費量が多  

い施設や地区に対し導入すれば削減できるエネルギー  

わたなべ かずなり （財）計量計画研究所  

〒162新宿区市ヶ谷本村町2－9  

かわなか たかし 建設省建築研究所  

いちかわ とおる エネルギー総合推進委月会  

とのおか ゆたか 埼玉大学 経済学部  
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密数値情報）」を用いた．細密数値情報は，首都圏の主  

要部（約7500kげ）を対象に，宅地関連施策を展開する  

上での基礎資料（メッシュデー タ）として整備したも  

のである［6］．本研究では，1989年調査の土地利用メ  

ッシュデータ（10mメッシュ）及び容積率データ（100  

mメッシュ）を用いて，以下の手順により業務地区及  

び住宅地の延床面積を推計した．  

（∋土地利用10mメッシュデータには，当該メッシュ  

の土地利用用途（1つのみ）が記載されているた  

め，まず，業務地区（細密数値情報における土地  

利用分類では商業・業務用地）及び住宅地（同分  

類では中高層住宅地）のみを抽出する．  

②次に，（》で抽出済みの10mメッシュを100mメ  

ッシュ単位（10×10の100メッシュ単位）で集計  

することにより，業務地区及び住宅地の敷地面積  

を求める．例えば，10mメッシュが全て同一用途  

であれば，集計した100mメッシュでの敷地面積  

は1haとなる．  

③そして，容積率100mメッシュに記載されている  

指定答積率と（診で求めた敷地面積を掛け合わせる  

ことで延床面積（の上限値）を求ゆる．   

なお，ここで求めた延床面積は指茸容積率により計  

算している上限値であるため，現実の延床面積と合敦  

しない場合が多い．  

（2）エネルギー消費（延床面積）の間借設定   

業務地区と住宅地の隣接による適地選定を行う前に  

「各々の地区で相当量のエネルギー消費が考えられる  

場合」すなわち「建物のある程度の集積を考慮して延  

床面積が閥値以上であるメッシュ」を抽出しておく必  

要がある．例えば，東京都による「地域暖冷房推進に  

関する指導要綱」では，地域冷暖房の推進地域を「指  

定容積率が400％以上の地域」（第3条）としている  

［3］．   

そのため，本研究では，業務地区及び住宅地におけ  

る抽出条件（間借）を都市計画における用途地域及び  

容積率の指定状況より以下のように設定した．  

0業務地区：業務施設が主として建設される「商業  

地域」では指定容積率が概ね400％以上であるこ  

とを踏まえ，延床面積が1ha当たり40000m2以  

上を抽出する．  

0住宅地：中高層住宅が主として建設される「住  

居地域」では指定容積率が概ね200％程度である  

ことを踏まえ，延床面積が1ha当たり20000m才  

以上を抽出する．  

2丁   

本研究では，以上の背景に基づき，まず，首都圏を  

対象とした土地利用メッシュデー タによるコージェネ  

レーション等の省エネルギー対策導入適地の選定方法  

を検討し，導入推進に関する市街地類型（適地選定）  

を行う．さらに，選定した導入適地の中からケースス  

タディ地区を選定し，各地区で想定する複数のシナリ  

オの省エネルギー効果を推計，評価していく．   

2．古都圏における省エネルギー  

対策推進地区の抽出  

2．1適地選定の考え方  

本研究における適地選定は，前述のように「業務地  

区と住宅地が500m程度内で隣接し，かつ，各々の地  

区で相当量のエネルギー消費が考えられる場合にはコ  

ージェネレーションシステムの導入可能性が高い」と  

いう考えに基づくものである．具体的には，首都圏の  

主要部をカバーするメ ッシュデータを用いて，まず①  

100mメッシュ単位で業務地区及び住宅地の延床面積  

を求め，次に②「各々の地区で相当量のエネルギー消  

費が考えられる場合」を「延床面積が設定した開催以  

上であるメッシュ」と考えて抽出し，さらに③「地区  

間の熱供給は500m程度内が望ましいこと」を「抽出  

されたメッシュを1km単位に集計すること」として  

業務地区と住宅地の隣接関係を検討する，という3段  

階の手順により処理を行うこととした（図1）．以下，  

各段階の処理を概説していく．  

●  

●  

図1 適地選定の手順フロー  

（1）メッシュデータによる用途別延床面積の推計   

本研究では，首都圏を対象として建物用途別延床面  

積を把握できるデータとして「宅地利用動向調査（細   

1997年1月号  
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（3）隣接関係の有無の検討   

業務地区と住宅地の隣接関係は，以下の要領で検討  

した．  

①延床面積100mメッシュデータにおいて，   

・住宅地の延床面積が20000m2以上であるメッシ  

ュを「1」   

・業務地区の延床面積が40000m2以上であるメッ  

シュを「2」   

・住宅地の延床面積が20000m2以上で，かつ，業  

務地区の延床面積が40000m2以上であるメッシ  

ュを「3」   

・それ以外のメッシュを「0」  

とする．  

②「他区間の熱供給は500m程度内が望ましい」こ  

とを踏まえ，①で設定した100mメッシュを1km  

単位（10×10の100メッシュ単位）で集計し，集  

計した100個のメッシュに，「1」と「2」の両方，  

あるいは「3」がある場合には，業務地区と住宅地  

が隣接すると判断する．   

これにより，当初の目的である，首都圏におけるコ  

ージュネレ⊥ション等の省エネルギー対策導入地区を  

選定することができる．   

2．2 適地選定の結果  

前節の手順で処理した結果，図2に示すコージェネ  

レーション等の導入適地を選定することができた．   

これより，業務地区及び住宅地の両用途が含まれる  

適地として，東京23区部のうちのJR山手線周辺部，  

横浜・千葉等の中心市街地や多摩ニュータウン・光が  

丘等の開発地区を抽出することができた．この結果は，  

地域冷暖房システムやコージェネレーションの既導入  

地区［7］や，延床面積にエネルギー消費原単位（建物  

用途別の1m2当た「）の年間エネルギー消費量）を乗じ  

ることで推計した既存結果［8］ともほぼ合致している  

ことから，良好な適地選定が行われていると判断でき  

た．   

以上のように，本研究で進めてきた作業は，従来の  

延床面積データに基づく選定方法では困難であった首  

都圏レベルでめ省エネルギー対策の導入適地を判断す  

るというマクロな分析を主眼としているものである．  

すなわち，近年，都心部における夜間人口減少への対  

策として付置義務住宅の設置など各種の住宅政策が提  

言されているが，こうした都心部の住宅政策は省エネ  

ルギー対策という観点からも積極的に推進することが  

抄次宅≠  

図2 首都圏における省エネルギー対策導入適地の選定結果  
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望ましい（業務地区が集積した都心部に住宅を整備す  

ることでコージェネレーションの導入効果が増大し，  

エネルギー消費を削減できる）［9］といったマクロな  

判断が図2より可能となるわけである．   

しかしながら，2．1節で述べたように，本研究で  

進めてきた手順では，延床面積を指定容積率に基づき  

算出していることから，（彰容積率が高く指定されてい  

るが現実には高い建物が建っていない（充足率が低い）  

地域では現実よりも延床面積の計算値が大きくなるこ  

と，②大規模な駐車場を併設している店舗（例えば郊  

外部のショッピングセンターなど）では駐車場の部分  

も土地利用分類が商業施設となっていることから現実  

よりも延床面積が大きくなること，などの点に留意す  

る必要がある．そのため，省エネルギー対策の導入に  

よる省エネルギー効果を分析，評価するという地区レ  

ベルの検討に際しては，現実に近い延床面積データに  

基づくエネルギー消費量の推計が不可欠である．   

次章のケーススタディでは，その方法論を検討する  

とともに，想定した各種シナリオに関する省エネルギ  

ー効果を試算していく．  

3．導入効果分析のケーススタディ  

前章では，業務地区と住宅地の隣接関係に着目し，  

首都圏におけるコージェネレーション等の省エネルギ  

ー対策の導入適地を選定してきた．本研究の目頭でも  

述べたように，適地選定の問題では，適地を選定する  

作業とともに，選定した地区における省エネルギー効  

果の推計・評価も重要な課題である．   

そこで，本章では，昨今の首都圏における典型的な  

2つの市街地（以下の（∋及び②）に閲し，具体的なケ  

ーススタディ地区を選び出し，各地区に導入する省エ  

ネルギー対策の内容を変えた複数のシナリオを用意し，  

個々のシナリオにおける省エネルギー効果を評価する  

こととした．なお，ケーススタディ地区は，第2章の  

結果を踏まえて選定することとした．  

（彰大都市基盤整備中心市街地：  

大都市圏内において，道路網等の基盤整備がほ  

ぼ完了し，既に土地の高度利用もなされている既  

成市街地．  

②高度複合利用誘導型市街地：  

大規模工場跡地，交通施設跡地や臨海部埋立地  

などを典型とする，土地の高度利用と複合機能の  

集積を特色とする市街地．  

3．1ケーススタディ地区の選定  

ケーススタディ地区の選定に際しては，各市街地の  

特徴（上記（∋及び（診）に加え，以下の視点を考慮して  

選定することとした．  

①前章において省エネルギー対策の導入効果が大き  

いとして抽出された地区より選定する．ただし，  

省エネルギー効果の評価は，街区レベル（番地単  

位）のミクロな分析となるため，現況調査により  

現実の建物用途別延床面積が把握できる東京都内  

の39地区より選定していくこととした．  

②さらに，（∋で示した39地区のうち，すでに地域冷  

暖房等の省エネルギー対策が導入されている地区  

（新宿，錦糸町，光が丘，多摩センターなど）は  

対象から除外することとした．  

③また，高度複合利用誘導型市街地の抽出に際して  

は，市街地整備事業等の計画動向を考慮して選定  

する．なお，市街地整備事業としては，品川，豊  

洲，六本木などで計画・実施されている市街地再  

開発事業や，臨海部副都心開発などの新市街地の  

創生等を対象とする．   

これに基づく選定作業の結果，大都市基盤整備中心  

市街地として「渋谷駅周辺地区（渋谷駅を中心とする  

半径約500mの範囲）」を，高度利用誘導型市街地とし  

て「品川駅周辺地区（品川駅を中心とする半径約500m  

の範囲）」をケーススタディ地区とした．  

3．2 大都市基盤整備中心市街地（渋谷駅周辺）   

（1）渋谷駅周辺地区の市街地特性   

渋谷駅周辺は商業・業務施設（特に大規模な商業施  

設）が集積しており，相当量のエネルギー消費が見込  

まれる地区であるが，これまで地域冷暖房等の省エネ  

ルギー対策が実施されていないことから，新たな対策  

の導入が期待される地区である．また，駅南側には，  

貨物ヤード跡地があり，ここを拠点とした再開発事業  

も期待でき，さらに同地区の南部に清掃工場（処理能  

力は200［ton／day］と計画されており，排熱量は推計で  

年間約150Pcal）の建設が予定されている．さらに，  

同地区は，玉川通り，青山通り，六本木通りなど広幅貞  

道路が市街地中心部を通っているため，道路下に熱供  

給用インフラ施設を敷設することは十分に可能である．  

（2）想定したシナiノオ   

渋谷駅周辺地区では（1）の地区特性を踏まえ，以下の  

5つのシナリオを策定した． 
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○シナリオ1：延床面積が20000m2以上の大規模な  

建物へコージェネレーションシステムを導入し，  

街区内の他のビルへ熱供給を行う．   

0シナリオ2：シナリオ1に加え，延床面積の合計  

が20000m℡以上の街区へも熱供給を行う．（熱供  

給用インフラ施設を道路下に敷設する）   

○シナリオ3：シナリオ2に加え，清掃工場の排熱  

も供給する（シナリオ2より広域な熱供給用イ  

ンフラ施設を敷設する）   

○シナリオ4：シナリオ2に加え，清掃工場の排熱  

を利用した「ごみ発電」を実施する（発電によ  

り生じた電力及び余剰熱は地区内へ供給する）   

○シナリオ5：シナリオ2に加え，清掃工場の排熱  

をさらに加熱すること（リパワリング）で発電  

量を増やす「スーパーごみ発電」を実施する．  

（電力及び余剰熟は地区内へ供給する）  

（3）エネルギー消費量の推計方法   

当該地区に係るエネルギー消費については，平成4  

年に実施された「渋谷駅周辺地区における延床面積  

2000m2以上の建物実態調査」より建物用途別延床面積  

を入手し，これに建物用途別エネルギー消費原単位（1  

m2当たりの年間エネルギー消費量）を乗じることで，  

各建物（及び街区単位）のエネルギ」消費量を求め，  

さらに発電所からの送電ロスや熟生成時のロス等を考  

慮してエネルギー負荷量を推計した．算出結果は図3  

に示すとおりであり，当該地区で最もエネルギー消費  

が多い街区では，電力消費が年間約26Tcal，熟消費が  

年間約9Tcalであった．   

また，・シナリオ4及び5で考慮した，ごみ発電及び  

スーパーごみ発電の発電効率は文献［1］より引用し  

た．なお，本推計では，熱供給による搬送ロスは考慮  

していない．  

（4）省エネルギー効果の評価   

各シナリオに係る省エネルギー効果として，省エネ  

ルギー量（現況のエネルギー負荷量と省エネルギ「対  

策後のエネルギー 負荷量の差）及び省エネルギー率（省  

エネルギー対策後のエネルギー負荷量を現況で割った  

値）を求めた（図4）．その結果，①渋谷地区は電力消  

費に比して熟消費が少ないため，地区内の熟はコージ  

ェネレーションシステムによる熱供給及び清掃工場か  

らの排熱により賄えること，（診そのため，清掃工場の  

排熱をリパワリングするスーパーごみ発電を導入する  

と余剰熱が多くなり，省エネルギー効果が低減するこ  

とがわかった．  

3．3 高度利用誘導型市街地（品川駅周辺）   

（1）品川駅周辺地区の市街地特性   

品川駅西側には大規模な宿泊施設が，また，駅東側  

には業務地区が集積しており，さらに，新幹線車両基  

地の跡地で再開発事業が進捗していることから，駅周  

辺で相当量のエネルギー消費が見込まれる（特に渋谷  

地区に比して宿泊施設による熟消費が大きい）．同地区  

では，これまで地域冷暖房等の省エネルギー対策は施  

されていなかったが，再開発事業で大規模なコージェ  

ネレーションシステムの導入が計画されている．さら  

に，同地区の北東部には大規模な下水処理場があり，  

下水排熱（未利用エネルギー）の活用も期待できる．  

（2）想定したシナリオ   

品川駅周辺地区では（1）の地区特性を踏まえ，以下  

の7つのシナリオを策定した．  

●   ○シナリオ1：延床面積が20000m才以上の大  

規模な建物へコージェネレーションを導  

入する．  

0シナリオ2：シナリオ1に加え，延床面積  

が20000m2以上の建物を含む街区へコー  

ジェネレーションによる熱供給を行う．  

0シナリオ3：シナリオ2に加え，品川駅の  

東側と西側とで別々に熱供給を実施する  

（熱供給用のインフラ施設を道路下に敷  

設する）．  

0シナリオ4：シナリオ3に加え，品川駅の  

東西間で熱供給を実施する（品川駅の地  

下部に熱供給用インフラ施設を敷設す  

る）．  

オ〈ミレーションズ・リサーチ  

エネルギー負荷量（現況推計値）［渋谷駅周辺地区（街区数：134）】  
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図3 エネルギー負荷量の現況推計量（渋谷地区）  
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想定したシナ・jオ  試 井 結 果  

‘省エネルギー1     汀趨町】   省エネルギー率【％  
シナリオNo   シナリオの内容  50 1001    5020   025   0  5  1   0 15 2   0  

シナリオ1  延床面積20000∩了以上の建物にて CGSを導入し、街区内に熱供給  ノ 王r  

シナリオ 2  くシナリオ1＞に加え、延床面積の総和 が20000ポ以上の街区へ熱供給      】                      t：ゝ′■ Jハコ∫        ，．、て‥．，′  

．  り“■∴  
こ  シナlけ 3  くシナリオ2＞に加え、清掃工場の排熱 をエネルギー供給幹線にて供給        一丁                      ■・・りr；       ：   ㌍  

でごみ発tを実施  シナリオ 4  

でスーパーごみ発tを実施  シナリオ 5  くシナリオ2＞に加え、清掃工場の排熱                   三封        亡∴tl．こリ  貞：】・さ1  二∴l     【：：＝1・一→  －宣こ亡こ   

お，本推計では；渋谷地区と同様に；  

熱供給による搬速ロスは考慮していな  

しヽ  

（4）省エネルギー効果の評価   

各シナリオに係る省エネルギー効果  

は，渋谷地区と同様，省エネルギー量  

と省エネルギー率を求めた（図6）．そ  

の結果，①品川地区は宿泊施設が多い  

ため渋谷地区に比して熟消費が多く，  

コージェネレーションシステムより生  

成される熟は当該ビル及び街区にて消  
注）CGS：コージェネレーションシステム、街区：住居表示における番地単位に相当する  

図4 省エネルギー効果の推計結果（渋谷地区）  費できること，（診そのため，駅の北東  

部に位置する下水処理場の下水排熱  

（年間の熟賦存は約800Tcalと推計される）を利用す  

る必要はな〈，さらには，シナリオ3及び4で検討し  

ている熱供給用インフラ施設は省エネルギー効果を著  

しく増大させるには至らないことも明らかとなった．  

3．4 ケーススタディのまとめ  

以上のケーススタディより，市街地の電力や熱の消  

費（負荷）の正確な見込みに基づいて適切な省エネル  

ギー対策を施さないと，エネルギー供給過多や過剰投  

資が起こりうることが明らかとなった．具体的には，  

渋谷地区では，市街地の熟消費量が予想外に小さいた  

めに，清掃工場の排熱をリパワリングする「スーパー  

ごみ発電」が余剰熟を生成すること，また，品川地区  

では駅の地下部分に東西をつなぐ大規模な熱供給用の  

インフラ施設が過剰投資となりうる（そこを利用して  

熱供給をする必要がない）ことが推計結果より示唆さ  

れた．  

4．まとめと今後の課題  

○シナリオ5～7：シナリオ2－4に加え，駅東口  

の再開発事業における省エネルギー対策（大規  

模コージェネレーションシステム）を考慮する．  

●  

（3）エネルギー消費量の推計方法   

当該地区に係るエネルギー消費は，東京都ポイント  

サンプリングデータ（25mメッシュデー タ）により建  

物用途及び建物階数を入手し，これより建物用途別延  

床面積を算出し，さらに渋谷地区と同様に，各建物（及  

び街区単位）のエネルギー消費量及びエネルギー負荷  

量を求めた．算出結果は図5に示すとおりであり，当  

該地区で最もエネルギー負荷量が多い街区では，電力  

消費が年間約100Tcal，熟消費が年間約80Tcalであ  

った．   

また，シナリオ5－7で考慮した∴品川駅東口の再  

開発事業における大規模コージェネレーションシステ  

ムの導入による省エネルギーの効果を計算するための  

基礎データは文献［10］を参照して決定して－いる．な  ●  
エネルギー負荷量（現況推計値）［品川駅周辺地区（街区数：43）］  

本研究では，まず，首都圏を対象とした土地  

利用メッシュデー タによるコージェネレーショ  

ン等の省エネルギー対策導入適地の選定方法を  

検討し，導入推進に関する市街地類型（適地選  

定）を行った．そして，対策導入適地の中から  

ケーススタディ地区を選び，各地区に対し導入  

する省エネルギー対策のシナリオによる省エネ  

ルギー効果を延床面積の現況データより推計，  

評価した．   

その結果，以下の事項が明らかとなった．  

（∋業務地区と住宅地の隣接関係に基づきコー  

ジェネレーション等の省エネルギー対策導  
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入適地を選定する方法として，土   

地利用メッシュデータに基づく処   

理方法を検討し，その結果として，   

首都圏におけるコージェネレーシ   

ョン等の導入適地が選定できた．  

（診この選定結果を省エネルギー対策   

の既導入地区や既存の推計結果と   

比較したところ，本研究で選定し   

た地区とほぼ合致していることか   

ら，本研究の適地選定方法は，首   

都圏レベルでの省エネルギー対策   

の導入適地を判断するというマク   

ロな分析に適用可能であることが   

わかった．  

想定したシナリオ  試 算 特 異  

省エネ   、ルギ一畳汀   ∝〟y】   省エネルギー串【％  
シナリオNo   シナリオの内容  5  0 1  00150 200 250  5  1   0 15 2   0  

l   l   l   l   l  J   l   

シナlけ1  延床面積20000∩了以上の建物にて CGSを導入する      二モl                      ヽ・■▲ り‡」▲  

シナ川 2  ＜シナリオ1＞に加え、延床面積20000  
パ以上の建物を含む街区へ熱供給  

シナリオ 3  ＜シナリオ2＞に加え、品川駅の東側と 西側とて別々に熱供給を実儲        司                    ー■－1 ・▲・∴．  て⊥ t：1．I：  

シナ川 4  くシナリオ3＞に加え、品川駅の東西間 で熟供給を実施        司  n∴－ 

東口の再  しこ：㌧。 ■ 
◆   

シナリオ 6  くシナけ3＞に加え、品川駅東口の再 開発地区計画の省エネ対策を考慮            二王                ：■．＼一  星彗∴ゝ■′†：寺1去ご言：・；：三  

開発地区計画の省エネ対策を考慮  
シナリオ 7  ＜シナリオ4＞に加え、品川駅東口の再             劃                こ、小1、  点こざ・け右  こ：一己3で箪  符一さ；、       二て，■－j  

注）CGS：コージェネレーションシステム、街区：住居表示における番地単位に相当する  

③さらに，本研究では，省エネルギ  

ー対策を導入することによる省エ  

ネルギー効果の分析を，延床面積の現況データに  

基づき実施したところ，市街地の電力や熱の消費  

（負荷）の正確な見込みに基づいて適切な省エネ  

ルギー対策を施さないとエネルギー供給過多や過  

剰投資が起こりうることを指摘することができた．   

なお，本研究で行ったエネルギー噂費の算出は，省  

エネルギー対策の導入を検討するための，初期的段階  

で実施されるべく概括的な分析となっている．そのた  

め，省エネルギー効果の推計において，熱供給による  

搬送ロスなどを考慮する点が今後の課題として残され  

ている．また，実施計画段階でのコージェネレーショ  

ンシステムの導入検討に際しては，月別時刻別の詳細  

なエネルギー消費特性等に基づいた推計により，機種  

選定，生成エネルギー量や運転形態などを検討すべき  

であるが，これについては，環境工学等における諸研  

究に委ねることとしたい．   

最後に，本研究を進めるに当たり「都市構造とエネ  

ルギー研究会」のメンバー各位より，種々のご指導ご  

鞭揺をいただきましたことに深く感謝いたします．  
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